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中小企業における地球温暖化対策(省エネ対策等)の取組促進に向けて 
 
 

¸経済・社会の持続可能な発展に向け、CO2など温室効果ガス排出削減をはじめとする地球温暖化対策の実施にあたっては

全ての主体（国、企業、個人）がカーボンニュートラルに向けて貢献していく必要 

¸人的リソースなど経営資源に限りのある中小企業においては、大企業を中心に各業界団体が自主的に削減目標を設定して

対策を推進し、政府の関係審議会等で厳格かつ定期的にフォローアップするような仕組みは困難。大企業とは異なるアプ

ローチを検討する必要 

¸そこで、中小企業における地球温暖化対策の取組状況や今後の課題等について実態を把握し、その上で省エネ対策等を

通じた温室効果ガス排出削減の取組みを一層促進していくための中小企業の実態に即したアプローチ策を具体的に検討、

今後の中小企業の取組みを支援・サポートする仕組みづくりにつなげていく。あわせて、地域の実情に応じて各商工会議所で

策定予定の環境行動に関する取組リスト（商工会議所環境行動計画）にも反映 

現 状 今後の方向性 
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中小企業も
巻き込んでいく  

 
  
  
  

中小企業の実態調査を通じたアプローチ策の検討について 
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中小企業における地球温暖化対策(省エネ対策等)の取組促進に向けて 
どのようなアプローチが有効か検討するため､現在の取組状況や今後の 
課題等について､全国の商工会議所を通じて会員企業の実態を調査(＊) 



（余白） 
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中小企業における地球温暖化対策(省エネ対策等)の取組みに関する調査結果 

＜ 速報版 ＞ 

【回答企業の属性等】 

調査対象及び調査項目 
企業規模（従業員数） 業種 

社内での取組体制 2030年削減目標の認知度 

1000 20  
         

    

 
         

4  

2030 8  
        COOL CHOICE 6  

【調査項目】 

¶  
¶  
¶  
¶  
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5人以下
23%

6～20人
26%

21～50人
16%

51～100人
13%

101～300人
13%

301人以上
9%

建設業
14%

製造業
27%

卸売業
10%

小売業
15%

運輸業
5%

サービス業

（運輸除く）
21%

その他
8%

知っている
39%

聞いたことが

ある
41%

知らない
20%

企業規模（資本金） 

経営者のみ
38%

従業員が担当
42%

省エネ担当者

なし
20%

北海道
5% 東北

11%

関東
29%

中部
19%

関西
12%

中国
6%

四国
6%

九州
12%

知っている
13%

聞いたことが

ある
30%

知らない
57%

「COOL CHOICE」の認知度 地域ブロック 

調査概要 

地球温暖化対策(省エネ対策等)の取組状況や課題等を把握 実態に即した課題解決 
    に向けたアプローチを検討・提案  

Web  
    801社から回答 28 9 21 11 30  

 
 
 

個人事業者
12%

1千万以下
35%

1千万～5千万
33%

5千万～1億
10%

1～3億
3%

3億超
7%
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【属性別の傾向・特徴】 
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【属性別の傾向・特徴】 
Å

CSR

 

【結論】 
Å規模が小さい企業に対しては、温暖化対策の「取組内容」や「メリット」、「実施方
法」をより分かりやすく解説する必要がある 

Å特に、都市規模の小さい地域においては、これらの丁寧な説明が重要である 

【属性別の傾向・特徴】 
Å

 
Å

 

【結論】 
Å温暖化対策への動機づけとして、特に規模の小さい企業
に対しては、省エネを通じた「コスト削減」による動機づけ
を行って関心度を高めることが有効である 

Å規模の大きい企業や温暖化への関心が高い企業に対し
ては、これに加え「CSR」等による動機づけが有効である 

【結論】 
Å環境行動に関する取組リストを策定する際は、現状の取組
度合や企業規模､業種ごとの傾向･特徴を考慮に入れるべき 

現状の取組内容 

取組みの動機 現状の課題 

【全体傾向】 
Å投資を伴わない取組み 投資効果の分かりやすい取組み  

【全体傾向】 
Å コスト削減  

【全体傾向】 
Å 取組内容や方法の理解  

(N=617, ) 

(N=617, ) 

(N=170, ) 

投資を伴わず自社のみで実施できる取組み 

投資効果が分かりやすく比較的投資規模
の小さい取組み 

その他の取組み 
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【属性別の傾向・特徴】 
Å

 
Å  

【属性別の傾向・特徴】 
Å
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【結論】 
Å規模が小さい企業に対しては、まずは「投資規模が比較
的小さい取組み」の実施を促し、全体の底上げを図るこ
とが重要である 

Å規模が大きい企業に対しては、現状の取組みに加え、更
なる取組みの推進を促す仕組みが必要である 

【結論】 
Å企業規模が大きくなるほど、先進的取組みに対するニーズが高まるため、「先進事例に
関する情報提供」や「専門人材確保の支援」といった方策が有効になる 

Å温暖化問題への関心が低いうちは「費用面」や「基本情報面」での支援策が有効で、
関心が高くなるにつれて更なる取組推進のための「外部支援」が有効になる 

今後の取組内容 

今後の課題 

【全体傾向】 
Å投資効果が分かりやすく 比較的投資規模の小さな取組み  
Å 投資規模の大きな取組み 他企業を巻き込んだ取組み 各種機関が提供す
る省エネツールの利用  

【全体傾向】 
Å 費用 専門人材
足りていない状況 

(N=801, ) 

(N=801, ) 

 

投資を伴わず自社のみで実施できる取組み 

投資効果が分かりやすく比較的投資規模
の小さい取組み 
その他の取組み 

① 今後新たに実施する取組み 

②     現状で実施している取組み 
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各企業 
の傾向 
・ 特 徴 

商工会
議 所 に
よるアプ
ローチ策 

取組みの
進展に応
じて移行 

①「まだ取組みを実施できていない中小企業」向け ②「ある程度の取組みを実施している中小企業」向け 

中小企業の実態やニーズ､地域の実情に応じて各商工会議所で環境行動に関する取組リスト（環境行動計画）を策定 

政 府 に
よるアプ
ローチ策 

地球温暖化対策(省エネ対策等)にかかる各種施策を中小企業に平易な言葉で分かりやすく解説 

○  
○  
○  
○  
○

 
○  

○  
○  
○

 
 

○ CSR  
○  

○ 企業のコスト削減につながる
仕組み 具体的事例を分かりやすく解説 

○中小企業の実情に即した方法で情報提供
FAX  

○省エネ関連セミナーの開催
専門講師による講演

 

○ 動機づけ

 
○地域中核企業による先進的取組みやマネジメント手
法を共有 

○ 専門人材によるコ
ンサルティング  

○省エネに関する分かりやすい説明資料 業種別・企
業規模別の具体的事例紹介 省エネ診断などの
支援策  

○ 先進
事例の横展開 専門人材の育成 更なる取組
推進への支援策  

中小企業における地球温暖化対策(省エネ対策等)取組促進のためのアプローチ策 
＜ 提 言 ＞ 

実 施 
度合い 

取組みを支援 取組みを支援 

取組みを支援 取組みを支援 

５ 
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【参考】 商工会議所(事務局)ヒアリングから得られた中小企業へのアプローチ策 

¶  
¶  
¶  
¶  
¶  
¶  

１.メリットの「見える化」が必要 
Å 効果の
「見える化」  

Å 企業経営に与えるプラスの効果を分かり
やすく、粘り強く伝えていく  

Å 中小企業の実情に即した方法で情報
発信(FAX・会報・地元紙等)  

¶  
 

¶  
¶  
¶  

２.「伴走型」の支援が有効 
Å 「伴走型」で
支援  

Å 「身
近な」事例紹介  

Å地域中核企業のノウハウや事例の共有  

¶  
¶  
¶  

３.実態に即した取組リストの策定 

Å中小企業の実態やニーズ、地域の実情に即し
た取組リストを策定  

¶  
¶  

４.中小企業には平易な言葉で解説を 
Å 分かりや
すく解説 共感を得て ともに取組みを進めて
いく姿勢  

 


